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論 文 内 容 の 要 旨	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 渡 辺 弘 之	 	 印	 
 
本研究は、ベトナムのハンセン病専門治療施設およびハンセン病村に在住する患者および元患者（以下、（元）患者）を対象とし、
ベトナムで行われてきたハンセン病対策が（元）患者の処遇改善にどのように寄与したかについて分析し、その結果から今後のハン
セン病（元）患者社会復帰支援における課題について考察することを目的としている。 
	 ベトナムでは1983年よりMDT（Multidrug Therapy, 多剤併用療法）の導入と新規患者の早期発見・治療を柱としたハンセン病対
策が行われてきた。その結果、1995年にはWHOの制圧目標値（有病率を人口1万人あたり1人以下とする）を達成し、流行状況が解
消された。 その一方、ベトナム国内のハンセン病専門治療施設やハンセン病村には重度の身体障害や後遺症が発生した（元）患者が
多数存在しているが、こうした（元）患者に対する十分な社会復帰支援が実施されてこなかった。またベトナムのハンセン病を対象
とした先行研究では現行のハンセン病対策のレビューや身体障害発生の状況などに焦点を当てたものが中心となっており、身体障害
や後遺症の発生がどのように（元）患者の社会復帰の妨げとなっているのかについて十分な検証がされてこなかった。 
本研究では、ベトナム国内のハンセン病専門治療施設2ヵ所とハンセン病村4ヵ所に1年以上在住する（元）患者（およびその子ど
もを含む）を対象とした調査を実施した。第1章では本論で用いる用語の定義の他、ベトナム社会主義共和国の概要について述べた。
第2章ではハンセン病の病理学的特徴を整理し、これまで世界で行われてきたハンセン病対策について総括を行った他、ハンセン病
固有のスティグマ概念の整理を行った。第3章では、主に第二次世界大戦前後からベトナム戦争終結後にかけての患者救済活動に焦
点を当てて分析した。第4章では、論文を構成する各章の目的と概要について述べた。第5章から第9章までは、ベトナム国内のハン
セン病専門治療施設とハンセン病村に滞在する（元）患者およびその子どもを対象として行った調査の結果について述べている。 
ベトナムの近代におけるハンセン病患者救済活動は主にカトリックなどの宗教関係者によって担われ、病院（ハンセン病専門治療
施設）やハンセン病村などがベトナム各地に設立されてきた。ベトナム戦争終結に伴う南北統一後、それらの病院やハンセン病村は
政府の管理下に置かれ、患者の治療や生活の場所としてその機能を果たし続けてきた。ベトナムのハンセン病対策は、ハンセン病患
者を一般医療に統合することを念頭に行われてきたが、社会復帰が困難となった（元）患者に対しては宗教関係者が整備したインフ
ラ環境（ハンセン病村）において処遇がなされている。 
第5章のハンセン病（元）患者を対象に行った実態調査では、質問紙を用いた半構造化インタビュー形式によって412名（男性216
名、女性196名）からのデータが収集された。対象者の平均年齢は56.3歳（SD±18.65）で、そのうち60歳以上が占める割合は51.2％
であった。定位家族におけるきょうだい数は5.2人と、大家族の出身者が多い。学歴がないというグループが全体の34.1％、小学校中
退のグループが33％を占め、全体の67％が十分な教育を受けられない状況にあった。普段の生活の場所は「ハンセン病村」が65％
（n=267）、「病院の高齢者棟」が32％（n=131）であり、ハンセン病村での在住期間の平均は25.5年である。婚姻の状況をみると（元）
患者同士での結婚が32％（n=132）と最も多かった。身体障害の発生状況をWHOの障害程度によって分類すると、G0 (Grade0, 知覚
麻痺もなく目に見える変形や損傷がない状態)の（元）患者が10.7％（n=44）、G1（Grade1, 目に見える変形や損傷はないが、知覚麻
痺がある状態）が19.2％（n=79）、G2（Grade2, 目に見える変形や損傷がある状態）が70.1％（n=289）と、全体の70％に可視的身
体障害の発生がみられた。G2（元）患者の治療歴は「8年から10年未満」とする回答が最も多く（n=90）、ハンセン病そのものから
は回復していても、足底潰瘍などの後遺症の悪化により治療期間の長期化がみられた。ベトナムにMDTが導入された1983年以前に
罹患したグループとMDT導入以降に罹患したグループとに分け検定を行ったところ、MDT導入以前のグループに可視的な身体障害
の発生が多くみられるという結果になった。 
第6章の「ハンセン病（元）患者のライフヒストリー」では、1）治療歴に関するイベント、２）家族関係に関するイベントが抽出
された。前者では長期間に渡る入退院、誤診や発見が遅れたケースなどが含まれ、後者ではハンセン病の罹患による婚約破棄や離婚、
家族関係の疎遠化、（元）患者同士の結婚などが含まれる。また戦争によって家族を失ったり、物乞い経験などの事例も発見された。 
第7章の「ハンセン病（元）患者を親に持つ子どもたちの被差別経験」では、ハンセン病村に生まれ育ち、（元）患者の親を持つ
ことによって発生した被差別経験について聞き取り調査を行った（n=80）。被差別経験を受けたとする回答は57.5%（n=46）で、学
校や職場でのいじめ、仲間はずれ、暴力といったカテゴリーが抽出され、被差別経験があるグループは家族や住んでいる場所につい
て周囲に話さない傾向がみられた。 
第8章の「ハンセン病（元）患者のQOL」においては、包括的健康関連尺度であるSF-36v2を用い、ベトナム国内の2ヵ所のハンセ
ン病専門治療施設の患者群と一般群のQOLを測定した（患者群：143名、一般群：146名）。10−29歳代の若年患者群においては日常
役割機能（身体）、身体の痛み、全体的健康感、活力、社会生活機能、日常役割機能（精神）の下位尺度スコアが一般群と比較して
有意に低いという結果となった。中高年齢層では患者群と一般群との間に有意差のみられる項目は少なく、患者群と一般群にはほと
んど差がみられない。若年患者群の場合、入院治療によって社会関係から閉ざされることによりQOLが低下する傾向がみられた。一
方、高齢患者群の場合は無償で住宅や医療が提供されるといった条件から一般群と比較してそれほどQOLは低下がみられなかった。
専門治療施設間（病院A・B）の比較では日常役割機能（身体）、日常役割機能（精神）の項目に有意差がみられ、特に30−49歳の年
齢層においてスコアの差が顕著である。 
第9章の「ハンセン病（元）患者に対する自立支援」では、ハンセン病（元）患者に対する社会復帰支援の諸概念について整理し
た後に、ベトナムのハンセン病専門治療施設で実施されている自立支援プログラムの事例研究を行った。ミャンマーや韓国などの
国々において、社会復帰を前提としない「施設中心のリハビリテーション」（Institution-based Rehabilitation, 以下IBR）が行われて
いる。それに対し、（元）患者に対する社会復帰支援として理論的に主流となりつつあるのは「社会経済的リハビリテーション」（Social 
Economic Rehabilitation, 以下SER）の考え方である。SERは「地域に根ざしたリハビリテーション」（Community-based Rehabilitation, 
以下 CBR） を理論的根拠としており、一般社会において（元）患者の社会経済状況の改善と自己尊厳の回復を目的とする。本研究
の調査対象とした専門治療施設（病院B）では（元）患者に対する自立支援プログラムが実施されており、参加者たちへのフォーカ
スグループインタビューの結果、所得状況の改善や精神的な健康の増進といった肯定的な変化がみられた。 
第10章では研究全体を概観し、ベトナムのハンセン病（元）患者に必要な社会復帰支援のあり方について考察を行った。現在のベ
トナムでは、発症の初期に治療を受ければ可視的身体障害の発生は最小限に抑えられ、罹患以前の生活を回復することが可能である。
それに対し、本論において研究対象とした（元）患者の場合はその多くが身体障害や後遺症の発生がみられ、特にMDT導入以前に罹
患したグループは後遺症の悪化などによって治療期間が長期化し、身体障害の固定につながっていた。また、子どもたちの被差別経
験の事例でみたようにハンセン病に対するスティグマが存在し、子どもたちに対する偏見や被差別経験という形となって現れている。
さらに自己を「恥ずかしむべき存在」とする「自己スティグマ化」の意識により社会復帰への意志を消極的にさせ、ハンセン病村な
どへの定住を促進させている。ハンセン病村定着までの過程も、生活基盤を失い物乞いとなったケースや（元）患者同士の結婚、経
済的な事情や高齢化など様々であった。また、かつて受けた被差別経験から一般社会での生活を望まず、ハンセン病村などでの生活
を望む（元）患者が一定数存在することが明らかとなっている。こうした「一般社会での生活を望まない」という（元）患者に対し
ての支援を考える上で明確な答えを提示できない点がSERの理論的限界である。 
ハンセン病（元）患者に対する社会復帰支援において必要なのは、（元）患者の身体障害や希望する生活の場所などに配慮し、自
立支援プログラムを通じた一般社会との緩やかなつながりにおいて所得向上と自己尊厳を回復していく試みである。第9章の結果で
は病院施設内の自立支援プログラムであってもその参加者には所得の向上や精神面での肯定的変化がみられたことから、自立支援プ
ログラムの実施が（元）患者のQOLの改善に寄与すると考えられる。本研究では病院Bの自立支援プログラムに対する課題と改善点
を示した上で、参加者のニーズに対応したより柔軟性の高いプログラムの方向性を示し、これを「IBRに基づいたSER」として提唱
した。「IBRに基づいたSER」は、ハンセン病村を基盤としながら生産物の流通を通して（元）患者の所得向上および自己尊厳の回
復を図るというアプローチである。  
本論におけるこれらの議論から、一般社会におけるハンセン病（元）患者の生活実現を絶対条件とするのではなく、（元）患者の
ニーズに合わせて支援のあり方を柔軟に運用することが必要であるとの結論に達した。その結果、従来のハンセン病（元）患者に対
する社会復帰支援の視座をより（元）患者のニーズに即した形に拡大転換することが可能となった。 
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論文審査の結果の要旨 
 本研究は、ベトナムのハンセン病専門治療施設およびハンセン病村に在住する「患者および元患者」（以下、
「（元）患者」という）を対象とし、ベトナムで行われてきたハンセン病対策が（元）患者の処遇改善にどのよ
うに寄与したかについて分析し、その結果から今後のハンセン病（元）患者社会復帰支援における課題について
考察することを目的としている。 
 ベトナムでは1983年よりMDT（Multidrug Therapy, 多剤併用療法）の導入と新規患者の早期発見・治療を
柱としたハンセン病対策が行われてきた。その結果、1995年にはWHOの制圧目標値（有病率を人口1万人あたり
1人以下とする）を達成し、流行状況が解消された。 その一方、ベトナム国内のハンセン病専門治療施設やハン
セン病村には重度の身体障害や後遺症が発生した（元）患者が多数存在しているが、こうした（元）患者に対す
る十分な社会復帰支援が実施されてこなかった。またベトナムのハンセン病を対象とした先行研究では現行のハ
ンセン病対策のレビューや身体障害発生の状況などに焦点を当てたものが中心となっており、身体障害や後遺症
の発生がどのように（元）患者の社会復帰の妨げとなっているのかについて十分な検証がされてこなかった。 
本研究では、長期間にわたり対象者との相互信頼を構築したうえで、調査対象者に寄り添う形で周到な研究デ
ザインに基づき、ベトナム国内のハンセン病専門治療施設2ヵ所とハンセン病村4ヵ所に1年以上在住する（元）
患者（およびその子どもを含む）を対象とした調査を実施した。第1章では本論で用いる用語の定義の他、ベト
ナム社会主義共和国の概要について述べた。第2章ではハンセン病の病理学的特徴を整理し、これまで世界で行
われてきたハンセン病対策について総括を行った他、ハンセン病固有のスティグマ概念の整理を行った。第3章
では、主に第二次世界大戦前後からベトナム戦争終結後にかけての患者救済活動に焦点を当てて分析した。第4
章では、論文を構成する各章の目的と概要について述べた。 
第5章から第9章までは、ベトナム国内のハンセン病専門治療施設とハンセン病村に滞在する（元）患者および
その子どもを対象として行った調査の結果について述べた。（元）患者の場合はその多くが身体障害や後遺症の
発生がみられ、特にMDT導入以前に罹患したグループは後遺症の悪化などによって治療期間が長期化し、身体障
害の固定につながっていた。また、子どもたちの被差別経験の事例ではハンセン病に対するスティグマが存在し、
子どもたちに対する偏見や被差別経験という形となって現れていた。ハンセン病（元）患者に対する社会復帰支
援において必要なのは、（元）患者の身体障害や希望する生活の場所などに配慮し、自立支援プログラムを通じ
た一般社会との緩やかなつながりにおいて所得向上と自己尊厳を回復していく試みである。病院施設内の自立支
援プログラムであってもその参加者には所得の向上や精神面での肯定的変化がみられたことから、自立支援プロ
グラムの実施が（元）患者のQOLの改善に寄与すると考えられる。 
 本論文では、これまで顧みられることの少なかったハンセン病（元）患者の生活に焦点を当て分析することに
より、従来のハンセン病（元）患者に対する社会復帰支援の視座を（元）患者のニーズに即した形に拡大転換す
ることができた。本論文は、ハンセン病の学術面の発展に貢献するだけでなく、研究成果を社会施策としても大
いに活用できるという点において、非常に社会的意義の高い研究論文である。 
 
 
